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１．2025年３月期第３四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 14,644 6.7 1,370 11.8 1,418 11.5 879 6.3

2024年３月期第３四半期 13,722 △4.4 1,225 12.0 1,271 12.8 826 △2.0
(注) 包括利益 2025年３月期第３四半期 977百万円( 3.5％) 2024年３月期第３四半期 944百万円( 7.2％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第３四半期 54.44 －

2024年３月期第３四半期 51.43 －

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 18,707 12,820 68.5

2024年３月期 19,211 12,253 63.8
(参考) 自己資本 2025年３月期第３四半期 12,820百万円 2024年３月期 12,253百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 － 0.00 － 30.00 30.00

2025年３月期 － 0.00 －

2025年３月期(予想) 38.00 38.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 19,000 0.5 1,800 9.9 1,910 8.5 1,320 △14.1 82.03
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年３月期３Ｑ 18,000,000株 2024年３月期 18,000,000株

② 期末自己株式数 2025年３月期３Ｑ 1,817,981株 2024年３月期 1,907,361株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期３Ｑ 16,147,665株 2024年３月期３Ｑ 16,074,414株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあた
っての注意事項等については、添付資料３ページ「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧くださ
い。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期連結累計期間の経営成績の概況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境が改善する中で緩やかに回復し、企業の設備

投資においても持ち直しの動きがみられる一方で、地政学的リスクが資源価格等に与える影響、国内外の金融情勢

の動向や中国経済の先行き懸念などにより、景気の先行きは不透明な状況が続いております。

当社グループの事業領域である情報サービス産業におきましては、コロナ禍を契機としたIT活用の一時的な需要

の急増は収まったものの、デジタル活用が社会に定着化したことや労働力不足を背景とした業務効率化に向けたIT

活用の重要性の高まりにより、市場環境は堅調に推移しております。また、経済産業省が警鐘を鳴らした「2025年

の崖」を背景に、古い基幹業務システムを刷新する動きが活性化しております。

このような環境のもと、当社グループは「真に世の中から必要とされる会社」を目指して、成長に向けた積極的

な投資として主力ソリューションの強化と「社内スタートアップ制度」（研究開発を通して新しい事業の芽を創出

する活動）による事業創出活動を積極的に推進しております。

社会のデジタルトランスフォーメーション（DX）推進への寄与に向けて、自治体向け給付金システム「The給付」

においては、国や地方自治体が支給する各種給付金制度への迅速な対応を行うことで、市民サービスとして素早い

給付が実現する点を評価され、堅調に受注が推移いたしました。また、研究開発を通して新しい事業の芽を創出す

る活動として2020年度下期から実施している「社内スタートアップ制度」で採用され開発を始めた取り組みとして、

社内で運用するセキュリティ・ネットワーク・ハードウェア・システムサービスの稼働状況をまとめて一画面で可

視化し、問題発生時には状況把握をスムーズに行うことのできる統合情報モニタ基盤「ScopNeo（スコップネオ）」

を2024年６月にリリースするなど、特定の業種に限らずシステムを運用するお客様が共通して抱える課題を解消す

るためのソリューションを提供することでDX推進に向けた取り組みを積極的に行っております。従業員に対しては

資産形成の一助とすることに加えて企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして2024年７月より従業員持

株会向け譲渡制限付株式インセンティブ制度を導入しました。また、すでに導入しているフェムテックサービスに

は「月経プログラム」に続き2024年７月より「更年期プログラム」を追加し、「生き生きと活躍できる環境の構

築」を継続して進めております。

当第３四半期連結累計期間の経営成績につきましては、売上高は、マイグレーション案件などを中心に順調に推

移し、前年同四半期に比べ９億21百万円増収の146億44百万円となりました。利益面につきましては、自社製品によ

るソリューションへの注力を続けることにより、営業利益は前年同四半期に比べ１億44百万円増加の13億70百万円

となりました。経常利益は前年同四半期に比べ１億46百万円増加の14億18百万円、親会社株主に帰属する四半期純

利益は前年同四半期に比べ52百万円増加の８億79百万円となりました。

当社グループは、ITサービス事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの経営成績の記載を省略してお

ります。なお、売上分類別の概況は次のとおりです。

＜自社製品によるソリューション＞

自社製品によるソリューションにつきましては、マイグレーションサービスの保険会社向け大型案件やアライア

ンス先との協業案件が順調に進捗いたしました。2023年９月にリリースしたホテル・レストラン等のオーダー業務

をサポートするオーダーエントリーシステム「E.M.O（エモ）」はお客様の抱える課題への解決策として上手く整合

し、すでに100店舗を超えるホテル及びレストランに導入いただいております。これらの結果、自社製品によるソリ

ューションの売上高は前年同四半期に比べ６億27百万円増収の39億16百万円となりました。

＜システムインテグレーション＞

システムの設計・開発から導入後の運用・保守までをワンストップで提供するシステムインテグレーションサー

ビスにつきましては、新型コロナウイルス感染症の影響を受け厳しい状況が続いていた中堅・中小マーケットにお

けるシステム開発案件が復調傾向にあるものの、インボイス制度対応に向けた案件が落ち着きをみせたことで、シ

ステムインテグレーションの売上高は前年同四半期に比べ69百万円減収の60億15百万円となりました。
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＜機器・パッケージ＞

コンピュータ機器及び周辺機器、パッケージソフトウエア等の売上のうち、他の開発・サービスを伴わない機

器・パッケージ単体の販売による売上高は、サーバーなど大型機器の販売増加により、前年同四半期に比べ３億９

百万円増収の14億85百万円となりました。

＜受託開発＞

大手SIerからの受託開発につきましては、引き続き当社の得意分野にリソースを集中させることによる収益性の

向上に取り組んでおります。当社の強みを生かせない領域からの撤退・縮小を進める一方で、強みを生かすことの

できる領域、特に官公庁向けシステム開発において売上高が堅調に推移いたしました。その結果、受託開発の売上

高は前年同四半期に比べ54百万円増収の32億27百万円となりました。

（２）当四半期連結累計期間の財政状態の概況

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における総資産は187億７百万円となり、前連結会計年度末に比べ５億４百万円

減少いたしました。流動資産は157億35百万円となり、３億71百万円減少いたしました。主な要因は、受取手

形、売掛金及び契約資産の増加（11億14百万円）、商品の増加（２億28百万円）、現金及び預金の減少（17億

33百万円）であります。固定資産は29億72百万円となり、１億32百万円減少いたしました。主な要因は、無形

固定資産の増加（１億43百万円）、繰延税金資産の減少（３億28百万円）であります。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は58億86百万円となり、前連結会計年度末に比べ10億71百万

円減少いたしました。流動負債は33億４百万円となり、10億13百万円減少いたしました。主な要因は、賞与引

当金の減少（６億79百万円）、未払法人税等の減少（３億97百万円）であります。固定負債は25億82百万円と

なり、58百万円減少いたしました。主な要因は、退職給付に係る負債の減少（41百万円）、リース債務の減少

（16百万円）であります。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は128億20百万円となり、前連結会計年度末に比べ５億67百

万円増加いたしました。主な要因は、利益剰余金の増加（３億96百万円）、その他有価証券評価差額金の増加

（73百万円）、自己株式の減少（39百万円）であります。

なお、自己資本比率は、前連結会計年度末の63.8％から68.5％となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2025年３月期の連結業績予想につきましては、現時点では2024年５月14日に公表いたしました連結業績予想と変

更はございません。

（注）業績予想につきましては、本資料の発表日において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業

績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,902,211 8,168,883

受取手形、売掛金及び契約資産 5,642,430 6,756,762

商品 258,323 487,297

仕掛品 38,076 42,453

その他 266,242 280,160

貸倒引当金 △40 △80

流動資産合計 16,107,244 15,735,478

固定資産

有形固定資産 438,047 392,112

無形固定資産 552,358 696,062

投資その他の資産

投資有価証券 1,065,045 1,170,490

繰延税金資産 496,304 167,842

差入保証金 454,887 440,495

その他 140,188 147,580

貸倒引当金 △42,341 △42,351

投資その他の資産合計 2,114,084 1,884,058

固定資産合計 3,104,490 2,972,233

資産合計 19,211,735 18,707,712
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 750,976 626,105

リース債務 30,109 23,590

未払金 1,055,836 1,174,477

未払法人税等 427,297 29,657

賞与引当金 1,360,010 680,072

役員賞与引当金 52,600 46,150

受注損失引当金 43,335 13,339

その他 597,796 711,117

流動負債合計 4,317,961 3,304,510

固定負債

リース債務 29,966 13,721

退職給付に係る負債 2,588,548 2,546,680

長期未払金 21,970 21,970

固定負債合計 2,640,484 2,582,371

負債合計 6,958,446 5,886,882

純資産の部

株主資本

資本金 3,775,100 3,775,100

資本剰余金 4,000,503 4,034,001

利益剰余金 4,952,272 5,348,544

自己株式 △839,187 △799,742

株主資本合計 11,888,688 12,357,903

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 430,973 504,151

為替換算調整勘定 33,820 37,356

退職給付に係る調整累計額 △100,193 △78,582

その他の包括利益累計額合計 364,600 462,926

純資産合計 12,253,289 12,820,829

負債純資産合計 19,211,735 18,707,712
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

売上高 13,722,853 14,644,744

売上原価 9,574,192 10,172,711

売上総利益 4,148,660 4,472,032

販売費及び一般管理費 2,922,856 3,101,421

営業利益 1,225,804 1,370,611

営業外収益

受取利息及び配当金 27,395 32,272

未払配当金除斥益 11,526 6,542

助成金収入 648 10,878

貸倒引当金戻入額 8,700 -

その他 2,995 2,987

営業外収益合計 51,264 52,680

営業外費用

支払利息 556 358

為替差損 4,214 4,387

その他 397 144

営業外費用合計 5,168 4,890

経常利益 1,271,900 1,418,401

特別利益

投資有価証券売却益 6,993 -

ゴルフ会員権売却益 - 586

特別利益合計 6,993 586

特別損失

固定資産除却損 6,075 -

ゴルフ会員権売却損 2,394 -

特別損失合計 8,469 -

税金等調整前四半期純利益 1,270,424 1,418,987

法人税、住民税及び事業税 98,472 243,742

法人税等調整額 345,300 296,195

法人税等合計 443,772 539,937

四半期純利益 826,652 879,050

親会社株主に帰属する四半期純利益 826,652 879,050
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

四半期純利益 826,652 879,050

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 74,458 73,178

為替換算調整勘定 11,845 3,536

退職給付に係る調整額 31,534 21,610

その他の包括利益合計 117,838 98,325

四半期包括利益 944,490 977,376

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 944,490 977,376

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等の注記）

当社グループは、ソフトウエア開発を中心とするコンピュータ関連総合会社で、コンピュータ関連機器販売及

びソフトウエア開発の両面を事業分野としております。

顧客の利用目的に応じたコンピュータ機器の選定とソフトウエア開発を主とするITサービスを事業内容として

おり不可分の営業形態の単一のセグメントであるため、記載を省略しております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

減価償却費 191,774千円 193,812千円
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年２月６日

ＮＣＳ＆Ａ株式会社

取締役会 御中

仰星監査法人

大阪事務所

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 俣野 朋子

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 大川 泰広

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられているＮＣＳ＆Ａ株式会社の2024年４月１日から2025年３

月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(2024年10月１日から2024年12月31日まで)及び第３四半期連結累

計期間(2024年４月１日から2024年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

その他の事項

会社の2024年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間に係

る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監

査が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して2024年２月７日付けで無限定の結論を表明して

おり、また、当該連結財務諸表に対して2024年６月21日付けで無限定適正意見を表明している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四

半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会

計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作

成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重

要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論

又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作

成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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